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1.要約

本論文は、韓国の1975年から1990年につい

て、経済部門をおのセクターに分類し産業連

関表上での総産出の変化をSyrquin法を用い

て分析し、発展要因を抽出した。同時に、生

産構造と市場構造および産業間リンケージの

変化と付加価値基準による国産化率の変化を

観測するとともに、国際貿易データを用いて

韓国経済発展の特色を分析した。韓国では、

成長要因としての輸出以外に、設備投資と産

業間リンケージの緊密化および国産化を通じ

た産出の増加があった。結論として、韓国経

済は輸出とともに投資に依存する体質であり、

需要面における設備投資が成長を牽引したと

ともに産業の内部構造を変化させ、外部に漏

出していた需要が内生化されたことが成長の

lつの要因であったと考えられる。

2. はじめに(目的、手法、論文構成)

韓国は1962年に始まる第 l次5カ年計画以

来、年率8.5%という高率の経済成長を達成

した。韓国の経済発展の要因に関しては、世

銀・ IMFの主張する輸出主導型の経済政策が

成長の主要要因とする分析】が主流であるが、

近年、 Young， Krugmanの要素投入型発展論、

Amsdenの政府介入論、「東アジアの奇跡」に

見られる折衷主義および青木・金・奥野らの

制度論の登場など、輸出要因を肯定しつつそ

の基礎をなす根本要因を究明する理論が様々

に提出されている。本論文は、韓国が制限労

Krueger， Balassaなど。文献 [18]，p.14 
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働供給状態に移行したとされる 1975年から

OECD入りを果たす前段階の1990年までを対

象として、基準年価格で表示された韓国産業

連関表と国際産業連関表を用いて、韓国の生

産と付加価値誘発度および投入構造の変化を

分析するとともに、国際貿易データを用いて

その発展メカニズムを解明する。韓国の経済

発展に関してRodrik[1995]は、投資活動の

結果として輸出が増加し、成長を促進したと

する見解を示したが、本論文では投資に加え

中間財・資本財の輸入代替と産業聞のリンケー

ジの緊密化が成長要因と考え、それを産業連

関表により分析した。はじめに、 1975-90年

の韓国接続不変産業連関表2をSyrquinの比例

成長よりの軍離モデルにより分析し 3、総産

出の増加の要因を抽出する。次いで、当時の

韓国の生産・市場構造を分析して成長要因と

の関連を検討する。産業構造の高度化のため

には、産業聞のリンケージの緊密化が必要で

あるが、本論では、この点に関して、影響力

係数・感応度係数と単位構造系を観測し4、

また、韓国表に加えて国際産業連関表5によ

2 産業分類は、表 lに示す25部門である。
3 比例成長よりの草離モデルによる韓国経済の

成長要因分析は、かつて青木・稲田 [1980]が

1960-75年を、韓 [1989]が1973-83年を、陳・
藤川|・二宮 [1992]が1963-85年を分析し、共

通的成長要因として輸出をあげるとともに、産

業構造の高度化を指摘している。

4 単位構造系による韓国経済の研究は、瀬地山

[1988]が1978-83年を分析し自給度の向上を指

摘した。その他、産業連関分析の各種指標によ

る研究は様々に存在するが詳細は省略する。

5 1975年と90年の日韓産業連関表である。産業

分類は、表3(a)に示す11部門である。

り、国産化率6の変化を計測して韓国の産業

構造の変化を観測し成長要因との関連を調べ

る。最後に国際貿易データにより韓国の比較

優位性を観測する。

3.比例成長よりの悉離モデルによる発展要

因の抽出

(1) DPG分析

集計変数としての国内総生産 (GDP)は、

各種の生産部門の産出に起因する付加価値よ

り形成されるが、その増加の要因を分析する

には、それを構成する各産業の直接の産出額

の変化を知り成長に貢献した産業を見いだす

とともに、その変化を国内需要変化、輸入代

替、輸出などの様々の要因に分解し、その成

長への貢献度を見る必要がある。ここでは、

この各産業の産出額の変化を標準的成長より

のヨJE離としてとらえ、 2時点の産出額の変化

を要因別に分解し、各期間の総産出の増加へ

の影響を調べる。この分析方法はChenery

[1960]以来、Chenery-Shisido-Watanabe[1962]、

Syrquin [1975]など多くの学者により研究さ

れてきた。この分析手法は、産業が一定の比

率(例えばGDP比)で成長すると仮定した場

合に比較して、現実の各産業の産出額の変化

がどの程度比例成長より事離するかを分析す

るものであり、期間別の産業の発展と衰退の

方向を知ることができる。

総産出額の増加は、 (a)中間財の投入構成

6 ここでは、文献 [17]による付加価値基準に
よる国産化率を計測する。
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【図 1】総産出の変化の構成要因

①輸入財から国
産財への変化

総産出 J 中間投入
の変化、 の変化 |②それ以外の変

化(リンケージ

の緊密化など)

の変化により引き起こされる部分と、 (b)最

終需要の変化により引き起こされる部分に分

かれるが(図 l参照)、中間投入の変化はさ

らに、 (a¥)輸入財の投入から国産財の投入へ

のシフトの部分と、 (a2)それ以外の変化(技

術変化)の部分に分かれる。最終需要の変化

により生じる部分は、 (b¥)国内最終需要の増

加によるものと、(b2)輸出の増加によるもの

に分かれるが、園内最終需要の増加は、さら

に (b3)輸入財から圏内財へのシフトの部分

も含んでいる。

一般に中間財をも含めた圏内総産出ベクト

ルXは、国内投入係数行列をん、国内最終需

要ベクトルをFd、輸出ベクトルをEとすると、

X=Ad. X+Fd十E (1) 

で表される。いま、 Fを輸入を含む最終需要

ベクトルとし、各産業の最終需要の輸入依存

度を表す対角行列をM(~人 I を単位行列とし、

レオンチェフ逆行列をBd(のとすると、(I)式

は次式となる 70

X(t) = Bd(t)・([1 舟(の]・ F(の+E(の (2)

いま、 t期とt+1期の間で最終需要ベクト

jレF印および輸出ベクトルE仰が当該期間の

7 以下、紙幅の関係で詳細な展開は省略する。
詳細は文献 [6]，文献 [12]参照。また、産業連
関表の種類とDPG分解式の関係、およびAの設
定に関する問題は文献 r131参照。
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GDP成長率(ii)で成長し、投入係数、輸入

依存度などが一定とすると、全ての産業の産

出は同率で成長するため産出構成は変化しな

い。しかし、 t期とt+1期では最終需要の構

成と輸出、輸入依存度および国内産業構造が

変化するため産出構成は各産業で比例的に増

加しなし、。ここで、産出構成変化の要因を、

輸入を含む圏内需要ベクトルFと輸出ベクト

ノレEに分け、 δXを比例成長よりの産出量差

を表すベクトルとすると、それらは

δX=X(t+ 1)-，1 . X(t) 

δF=F(t+l)-，1・F(t)

(3) 

(4) 

δE=E(t+l)-，1・E(t) (5 ) 

となる。ここで¥δFは輸入を含む国内需要

の比例成長よりの事離を示すベクトル、 δE

は輸出の比例成長よりの不離を示すベクトル

である。以下、 δXIこ関して変形すると下式

を得る。

δX= X(t+ 1) -，1 . X(t) 

=Bd(t+l)・[I-M(t+ 1)]・

(F(t十1)-，1・F(t)) (=ムr)

+Bd(t+l)・[E(t+1)-，1 . E(の](=ム B)

+ Bd(t+ 1)・[必(の必(t+l)].，1・F(t)

(=ム8)

十伊d(t+1)-Bd(t)].，1・

([1一必(の]・F(の+E(t)) (= b，. Q) 
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上式の各項を右端の記号で置き換えると、次

式を得る。

ムX=ムr+ムB+ムe+ムQ (6) 

ここで、ムFは園内最終需要の偏りにより部

分、ムEは輸出の偏りによる部分、ム@は最

終需要輸入代替による部分である。いま、

Vij (t)を中間投入輸入依存度、 aij(のを国産輸

入混合型の投入係数とし、 i，j=l…nとして、

ムφおよびムwを以下の行列とすると、

ムφ [(Vij(t) -vij (t+ 1)) *向(の]

ムW=[(l-vij (t+ 1)) * (向(t+l)-aij (の)]
最終項ム Q次のようになる。

ムQ=A・Bd(t+1)・ムφ・X(t)

+A・Bd(t十1)・ムW • X(t) (7) 

この第 1項は中間財投入の輸入代替による中

間財需要変化が誘発する産出額を表し、第2

項は中間財投入係数の変化により生じる中間

財需要の変化による誘発産出額を表す。これ

らをそれぞれ「中間財需要輸入代替による効

果」、および、それ以外の残差である「技術

変化による効果」とすると、 δXは次の 5項

目で表現できる。

(α)国内最終需要の偏りによる効果

= Bd(t+1)・[I-M(t+1)]・

[F(t+ 1)-A • F(t)] 

(b)輸出の偏りによる効果

=Bd(t+1)・[E(t+1) -A • E(t)] 

δXキ Hc)最終需要輸入代替による効果

=Bd(t+1)・[1首位)-M(t+l)]・え .F(t) 

(d)中間需要輸入代替による効果

= A • Bd(t+l)・ムφ・X(t)

(e)技術変化による効果

= A • Bd(t+1)・ムW.X(t) 

以下では、各期間について、 1975-80-85年

産業連関表に 1980-85-90年産業連関表9によ

り総産出高の比例成長よりの講離 (δx)を計

測する。

8 韓国銀行， ~1975-1980-1985年接続不変韓国産

業連関表(I)J，1989. 

9 韓国銀行， ~80-85-90年接続不変産業連関表

作成概要J，1994. 

( 8 ) 
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【表 1]各産業の産出の比例成長よりの章離度 (1975年→1990年)

要因別の産出の比例成長よりの事離度(%)

75 → 80 80 → 85 85 → 90 

項 目 圏内最輸出 輸入代輸入代技術 圏内最輸出 輸入代輸入代技術 国内最輸出 輸入代輸入代技荷
終需要 書最終替中間変化

百十
終需要 替最終替中間変化

言十
終需要 替最終替中間変化

計

1 農林水産業 ← 60 ← 15 -1 -7 -3 一112 ー17 -3 4 -5 71 -14 -36 ーl -4 -9 -51 

2 鉱 業 o -3 -3 -6 10 。。。 -3 -3 。。 -2 -1 -3 

1次産業1-2計 -59 ー15 -3 -9 -9 122 17 -3 4 -6 51 -17 -36 -1 -1 -5 -10 53 

3 食品飲料業 -41 -8 -2 161 -28 34 。 3 2 151 -14 -37 1 -2 101 -32 

4 繊維工業 2 l 3 6 7 1811 -23 -1 -4 11 ー16 -1 ー16 -2 -2 21 -18 

5 製材木製品 2 ← 5 。 -1 4 -4 。 -1 -3 -1 -1 。 1 
6 印刷出版 2 2 。 2 4 1111 -2 。。。 8 611 -1 。一 -2 -4 -7 

軽工業3-6計 -35 -10 10 6 261 -3 -55 -5 -2 321 -27 37 -15 -5 -7 自 -56

7 石油化学 -15 15 -1 23 3011 -4 18 -1 ← -3 4 4 -3 -3 15 14 

8 非金属製品 6 2 。 5 13 

9 金属l次製品 -1 37 5 11 。5311 -3 
重工業7-9計 11 54 14 11 27 9611 -5 

10金属製品 2 10 。。 3 15 l 
11一般機械 2 2 3 I 6 1411 -2 

12電気機器 4 4 。 l 2 11 2 
13電子通信機器 3 7 。 9 。17 3 
14輸送機器 26 10 21 3 3 6 4 

15精密機械 2 l 。 l 。 4 I 
16その他製造 -1 。。 2 I 。
一般製造業10ー16計 14 34 24 8 15 68 9 

18建 設 39 。。。 5 44 13 
建設18計 39 。。。 5 44 13 

19小売り -2 7 2 o -13 6 -1 
20飲食宿泊 -9 。。-2 -3 2 

21運輸保管通信 4 16 o -3 -3 15 。
22金融保険不動産 -16 4 l 25 1511 -3 

24その他サービス -2 。。。 3 。 5 
25その他 。。 1 5 -4 

一般サービス19-25lI十 ← 24 26 4 -3 3 611 -1 

17電力ガス水道 一I 3 I 3 7 1 

23行政国防 5 。。。。 511 -22 
公共サービス17，23計 4 3 1 l 3 1211 -21 

一100 93 50 13 441 100 ー77
注)小段の小計は産業の中分類に関する車離度を示す。筆者作成

(2 )計測結果

表 lは、分析対象期閣の産業各部門別の総

産出に対する比例成長よりの希離度10を示し

たものである。図2は、これを産業各部門ご

とに各期間別に図示したものである。これに

よると、 1975-80年の第 1期の主要成長部門は

金属 l次(鉄鋼)と石油化学の重化学工業部

10 総;i!E離額に対する比率(%)で示した。

-1 。。。 3 。 l 9 13 

4 3 15 2 21 16 -2 5 11 

21 2 -1 25 23 -2 ーl 。18 38 
5 。 4 11 -4 。 1 3 6 
9 5 4 18 12 7 3 I 2 26 

3 2 I 9 10 6 2 2 -1 19 

12 -2 2 14 3 13 1 2 2 21 

12 5 3 l 26 31 -10 2 2 13 38 

。一1 。 1 。。 l 。 l 
2 

36 

2 

2 

3 

I 

。
3 

I 

8 

。
l 

59 

。 -1 2 4 -1 。 9 12 

15 E 12 81 66 12 7 10 281 123 

。。 6 21 33 -1 。。 l 33 
。。 6 21 33 -1 。。I 33 
1 。-5 2 一4 -2 I -2 -5 

1 。 01 -2 
。 1 I 211 -5 -5 -1 1 21 -8 
I 21 23 3 。。。22 24 
-1 。。 511 -11 -3 。 71 -4 
。。 5 4 。 2 。。 7 9 
。 2 22 30 ー17 -3 → 2 2 35 15 

。。 5 8 2 。。。 3 5 
。。 01 -22 -6 。。。 01 -6 
。。 51 -14 4 。。。 31 -1 
26 11 811 100 28一11 -2 。841 100 

門である。また、韓国の主要な輸出産業であ

る繊維も堅調な伸びを示した。内需部門であ

る建設と内需的サービス部門に入る金融保険

不動産もポジティブな発展を見た。金属から

その他製造までを含む一般製造分野(No.lO-

No.16tにも伸びが認められ、これら産業が

この期の韓国の成長をリードしたといえる。

11 以後、「一般製造」は部門[No. 1O~No.16] を
集合したものをいう。
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【図2]産業別の総産出高の比例成長よりの帯離度(%)

|1975-1980 I 

鉄鋼

部門

ll12農林

|1980-1985 I 

建設 金融

部門

11985-1990 I 

一般製造
建設

部門

(注)部門名 農林水産業 2 鉱業 3 :食品飲料業 4 :繊維工業
5 :製材木製品 6 :印刷出版 7 :石油化学 8 :非金属製品 9 :金属1次製品(鉄鋼)

農林 1 0 :金属製品 11 般機械 1 2 :電気機器 1 3 :電子通信機器
1 4 :輸送機械 1 5 :精密機械 1 6 :その他製造 1 7・電力ガス水道
1 8 :建設 1 9 :小売り 20 :飲食宿泊 2 1 運輸通信保管
22 :金融保険不動産 2 3 :行政国防 24 :その他サ ビス
2 5 :その他

1980-85年の第 2期は、かつての輸出を主 を抱えて効率が低下し、その存続が疑問視さ

導した繊維はマイナス方向に事離し、成長産 れた時期である。 この期の成長産業は、金属

業としての地位を失った。また石油化学も説 1次(鉄鋼)、一般製造、建設および金融保

明度を低下させた。 この期間は第2次石油危 険不動産である。一般製造分野では輸送機器

機と国際金利の上昇により、途上国では債務 の伸びが高いのが特色である。

危機が発生し世界的な不況が生じた時期であ 1985同90年の第 3期は、繊維が第 2期と同

る。韓国でも、重化学工業分野が設備の過剰 様にマイナス方向に講離した。 この期の成長
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[図31産業部門別の比例成長よりの訴離度(%)
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産業は、一般製造、建設および金融保険不動

産であり、石油化学、金属 l次の重化学工業

分野も経済全体の成長に貢献したといえる。

図3 (次頁)は、以上の傾向を産業部門を

集約して示したものである。これより、成長

を牽引した産業部門は、第 I期の重化学部門

から第3期には一般製造部門へと変化した。

視点を変えて、経済の成長を需要面より観

察する。図4は比例成長よりの希離の経年変

化を、全産業を集約して、園内最終需要、輸

出、輸入代替(最終需要と中間需要)および

技術変化に分けて示したものである。これに

よると、技術変化は総じて各期で高く成長の

主要要因となっている。

輸出は、第 1期、第2期で成長の牽引役と

なったが、第3期では低下し、成長要因とし

ての説明度は減少した。かえって、第3期で

は国内最終需要が説明度を回復した。図5は、

第3期で圏内最終需要の車離度がプラスに好

転したため、園内需要をさらに、消費(民間、

政府)、投資(民間、政府)、在庫に分けて比

例成長よりの事離度を示したものである。第

l期、第2期に比較して第3期では民間投資

が大きく伸びており、これが結果として国内

最終需要の事離を上方に押し上げたといえる。

要約して、韓国の1975-90年の期間は、成

長産業が初期の金属 l次、石油化学、繊維か

ら、後期には一般製造に移り、建設、金融保

険不動産の内需部門も期聞を通じて成長に貢

献した。需要分野では、輸出に代わって後半

には技術変化と民間投資(国内最終需要)が

成長を牽引したといえる。以下では、このー

般製造業の成長と技術変化および民間投資が

韓国の成長を牽引した要因を、産業連関分析

では一般的である手法により分析する。

4.生産構造と市場構造の分析

(1)分析概要

輸出主導型の経済は、海外よりの需要に強

く反応し、成長を主導した産業群が、輸出主

導型または投資主導型である場合、全体とし

ての経済の性格もその面を強く持ち、経済発

展をリードした産業の交替は経済全体の構造

に変化を及ぼす。ここでは韓国経済の性格を、

産業連関分析における生産誘発係数と最終需

要項目別市場依存度を用いて分析する。生産

誘発係数とは、 1単位の最終需要により誘発

される産出額を表す。いま、 Xを総産出ベク

トル、んをレオンチェフ逆行列、 Fを最終需

要ベクトルとするとXはX=BdOFで表される

が、 Fは消費(九)、投資 (Fi)、輸出(E)な

どの最終需要より構成されるため総産出ベク

トルも消費による部分 (Xc=Bd・九)、投資

による部分 (X;=Bd0 Fi) などに分解できる。

この総産出ベクトルの各部分を最終需要各項

目のスカラー和で割ったものが生産誘発係数

(ベクトノレ)である。民間消費需要を例にとっ

て、生産誘発係数を行列要素で例示すると、

Xoをi産業の民間消費による生産誘発額、 /Ci

を1産業の民間消費需要のスカラー和とする

と、民間消費による生産誘発係数 (rci)は以

下となる。

Xci 
rci-ーで 1=1…n

ICl 

(9 ) 



韓国経済の発展要因分析 199 

匡豆璽

【図6(a)】産業別の生産誘発係数の推移
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最終需要項目別市場依存度とは、各産業の

誘発生産額が最終的に消費、投資、輸出など、

どの市場に依存しているかを示す係数である。

民間消費需要を例にとれば、 I産業の民間消

費需要の最終需要項目別市場依存度(ゐ)は

Xiをi産業の生産誘発総量とすると以下で与

えられる。

Xci 
dci=一一 1=1... n 
Xi 

(10) 
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(2 )分析結果

図6(a)および図 6(b)は、 1975年と90年の

韓国の産業群別12の生産誘発係数と最終需要

項目別市場依存度の推移を表したものである。

繊維を含む軽工業は、民間消費と輸出により

生産が誘発され、最終需要項目別市場依存度

も両者に依存する度合いが大きいが、国内の

資本形成にはほとんど関与しないことが特色

である O これに比較して、成長への貢献度が

大きかった重工業、一般製造および建設部門

12 産業分類は表 lの中の「中分類」を用いた。
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【図6(b)】最終需要項目別市場依存度の推移
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により生産が誘発され、最終需要項目別市場

依存度も輸出とともに投資(資本形成)に大

きく依存していることである。投資は 2面性

を持ち、短期的には国民所得の増加要因であ

ると同時に長期的には生産ポテンシャルの増

加要因であり、産業の生産能力を向上させる。

韓国経済が輸出とともに投資に強く依存する

ことは、投資により自部門の生産が増加する

のみでなく、産業聞の連関度を向上させるこ

とである。特に、基礎産業である重化学工業

と、最終集積度の高い一般製造業が投資主導
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型である場合、それら産業へ向けられた投

資日は経済全体の連関度を高め、経済構造を

高度化させることになる。以下5では、これ

をさらに各種の指標を用いて検証する。

5.産業聞のリンケージの分析

(1)分析概要

韓国の主要な成長要因であった技術の変化

は産業聞のリンケージの変化と考えられるが、

l3 この場合の投資は需要面での設備投資需要を
意味する。
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ここで、は、影響力・感応度係数、単位構造系

および国産化率を計測することにより、韓国

経済の構造の変化を分析する。分析に先立ち、

レオンチェフ逆行列、レオンチェフ準行列、

単位構造系および付加価値基準による国産化

率の関係を述べる。レオンチェフ逆行列島は、

産業連関分析において産出と需要を結び、つけ

る行列であるのみでなく、様々な分析の中で

中心的役割を果たす行列で、ある。それは単位

行列を人投入係数行列をんとして、 Bd=[I-

AA-Iで与えられるが、その第 i列の経済的

意昧は、産業iの1単位の需要により直接間

接に誘発される各産業の産出額である。 2産

業 l需要モデルを例にとれば、均衡産出量式

はX=[1ーん]ーI・Fで表される。これを行列

要素で表示すれば、
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となる。よって、(12)式のレオンチェフ逆行

列の第 l列は、第 l産業の最終産出物 l単位

を産出するのに必要な各産業の産出量であり、

第 1産業の需要 1単位により発生する各産業

の誘発産出額であるM。

レオンチェフ準行列は、レオンチェフ逆行

列島に投入係数行列んを乗じることにより得

られる。数式的には、 Ad0 [1-Ad]-Iである。

特に、産業連関表を集積度を基準にして、基

14 文献 [15]，p.70. 
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礎産業からアッセンブリー産業の順に再配列

(三角化)した連関表に関する準行列は、要

素の微小部分を落とすことにより当該国の産

業間リンケージ全体の緊密度を視覚的に観察

できる特色がある。

単位構造系は、尾崎 [1980]によれば、特

定部門に生じた l単位の需要により各産業に

発生する誘発的産出額であり、その誘発構造

を立体的に表したものである。

いま、最終需要ベクトルをF、投入係数行列

をAd，レオンチェフ逆行列をBd=[I-Ad]-1、

総産出ベクトルをXとすると産出関係は以下と

なるo

AdoX+F=X (13) 

Xについて解いて、

X=[I-Adr
l・F (14) 

(14)式のXを(13)に代入して、

Ad・[I-dd]1・F+F=[I-Ad]-1・F (15) 

両辺のF以外の項を等値することにより下式

をf尋る。

Ad 0 [1-Adrl十1=[1-Adrl (16) 

これを行列要素で表示すれば以下となる。

+|;:iじ:
(17) 

(16)式(または(17)式)の左辺の第 1項はレ

オンチェフ準行列であり、これは右辺のレオ

ンチェフ逆行列より単位行列(単位需要の集

合)をヲ|いたものとなる。レオンチェフ逆行

列の経済意味は、各産業の 1単位の需要によ

り直接間接に誘発される各部門の産出額であっ
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たため、レオンチェフ準行列は、各部門の需

要 1により間接的に発生する産出額を表すこ

とになる。また、 (16)式(または(17)式)の

両辺が等しいためには、両辺の行列の各要素

が一致する必要があるが、これを特定「列」

について見たものが単位構造系である。 2部

門経済の例で示すと、(16)式の関係は以下と

なる。

(;:;;:l i;;;;;)+l;il=[;;:;::l 
(18) 

右辺の第 1列に対応する関係のみを取り出せ

ば、
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となる。この左辺の第 1項が単位構造系と呼

ばれるものであり、これは、尾崎 [1980]、

黒田 [1984]、瀬地山 [1988]と同様15の式と

なる。

付加価値基準による国産化率も、同様の展

開により得られる。すでに見たように、レオ

ンチェフ逆行列の第i列の意味は、産業iの

l単位の需要により直接間接に誘発される各

産業の産出額である。各産業は、当然、中間

投入財として圏内財ともに外国よりの輸入財

を使用し、需要の効果は外国へ漏出する。こ

のl国で発生した最終需要 l単位により発生

する総付加価値の内、圏内に残留する割合が

15 文献 [7]，p.79、文献 [9]，p.286、文献 [11]，
p.23 

国産化率である。国産化率は、レオンチェフ

逆行列の第i列の各要素に各産業の付加価値

係数を乗じて加え合わせることにより得られ

る。産業連関表(係数表示)の構造は一般に、

国内投入係数行列ん、輸入係数行ベクト lレM、

および付加価値係数行ベクトノレYより構成さ

れ、各列の列方向和は 1となる。いま、 iT

=[1...1]として、産業連関表の投入関係より

各列を縦方向に加えると、

[1...1] • Ad+M+V=[1...1] (20) 

ここで、産業iの国産化率を表すベクトルは

付加価値係数行ベクトルV!こレオンチェフ逆

行列島の第i列を乗じることにより得られる。

また、産業全体に関する国産化率を表す行列

は以下となる。

bll…bln 

国産化率行列=v・Bd=[Vj…Vn]・

bnl ... bnn 

(21) 

産業 1の輸入比率は、輸入係数行ベクトル

Mにレオンチェフ逆行列係数んを乗じて得ら

れ、各産業の国産化率と輸入比率の和は 1と

なるが、その証明はここでは省略する九以

上が付加価値基準による国産化率である。

国際産業連関表においても、レオンチェフ逆

行列は、特定国において発生した産業iの最

終需要 1単位により各国に誘発される産出額

を表すため、これに各国の付加価値率を乗じ

て特定国について加え合わせることにより、

特定国の国産化率と各国に派生していく付加

16 詳細は文献 [17]，p.l41. 
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価値の波及率が求まる。

以下では、韓国の1975年と90年の接続不変

産業連関表について、 (i)影響力係数・感応

度係数ヘおよびレオンチェフ準行列を求め、

その変化を観察する。また、 (ii)産業部門中

で成長が著しい一般製造業部門の輸送機器と

初期の成長産業であった繊維部門について単

位構造系の構造の変化を計測し、成長要因と

の関連を検討する。また、 (iii)韓国の国産化

率の変化を、 1975年と90年の接続不変産業連

関表および日韓国際産業連関表l'により計測

し、その変化を観測して、成長要因と関連づ

ける。

( 2 )影響力係数と感応度係数およびレオン

チェフ準行列の変化の計測

1)影響力係数と感応度係数の変化の計測

韓国各産業の影響力係数と感応度係数を、

1970年から90年について計測し、これを

Chenery-Watanabeの産業分類に準じて消費形

態面では中間投入的産業と最終需要的産業に、

生産形態面では製造業と基礎産業に集約四し、

その経年変化を観察することにより、韓国経

済の産業聞の相互作用の強さを計ることがで

きる O 影響力係数と感応度係数回の定義式は

以下である。

17 ここでは70年表を加えて、影響力係数と感応

度係数を観測する。 70年表は韓国銀行， r1970年

韓国産業連関表J1， 1973. 

18 アジア経済研究所，/nternational /nput-Output 

Table Japan-Korea， 1975， 1981および(同)1990， 

1998 
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bijの行和の平均値

図7は計測結果であるが、これによると、

全産業を通じて70年から90年には明らかに

「感応度係数」の増加がある。感応度とは、

全産業からの影響の受けやすさを示す係数で

あるため、各産業群でこの係数が上昇するこ

とは産業聞の相互依存性が高まったこと、つ

まりリンケージが緊密化したことを表す。こ

れは、 3において成長要因として技術変化が

高い値を示したことを裏付ける。

19 集計値は、部門ごとに各産業の計測値を産出
高で加重平均して表現した。ここで、中間投入
的基礎産業は、農林水産業ι鉱業 (Ia)、電力ガ
ス水道・行政国防 (Ib)、中間投入的製造業は、

製材木製品・印刷出版 (IIa)、石油化学・非金

属製品・金属 I次製品 (IIb)、最終需要的製造

業は、食品飲料業・繊維工業 (IIIa)、金属製品・

一般機械・電気機器・電子通信・輸送・精密機

械・その他製造・建設・その他 (IIIb)、最終需

要的基礎産業は、小売・飲食宿泊・運輸通信保

管・金融保険不動産・その他のサービス(IV)

である。

20 影響力係数と感応度係数はRasmussenの方式に
より定義した。
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【図7】影響力係数と感応度係数の経年変化 1970-90年
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90 90年表計測値

85年表計測値

80年表計測値

75年表計測値

分類および、

70年表計測値

• 
凡

90 
2.0 

感

応

度

係

数 IIb(70) 

90 

IIb(70)重工

1.5 

IDa(70)軽工a
1.0 

IIa(70)軽工b
回b(70)製造

1.5 1.0 

影響力係数

I a(70)農

0.5 

I b(70)公 Sa
0.5 

O 

Ia:農林水産業、鉱業 Ib:電力ガス水道、行政国防

IIa:製材木製品、印刷出版 IIb:石油化学、非金属製品、金属l次製品

IIIa :食品飲料業、繊維工業 IIIb:金属製品、寸機械、電気機器

皿b:電石重信、輸送、精密機械、その他製造、麗文、その他
N 小売り、飲食宿泊、運輸通信保管、金融保険不動産、その他サービス

筆者作成
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2) レオンチェフ準行列の変化の計測

次頁図 8(a)，図 8(b)は1975年と 90年のレ

オンチェフ準行列であるが、これによると75

年から90年には明らかに同一 l単位の需要の

増加に対し、全体の産業聞の連関度が緊密化

して相互依存性が高まったことを表している。

(3 )主要産業の単位構造系の分析

図9(札図 9(b)は、韓国の初期の成長産

業であった繊維と 1975年から90年の主要な成

長産業である輸送機器の1990年の単位構造系

を表したものである。集積度の高い輸送機器

では、各産業へ広範に需要が波及し後方連関

性が高い反面、繊維では、一般製造などの上

位産業への需要の波及は少なく産業の発展が

他産業に与える効果が異なっている九 80年

代後半に一般製造業が成長産業となったこと

は、この産業が部門内部のブ、ロック内誘発性

を高めることに加えて、最終組立産業として

川下産業22への需要の波及を高める構造を持っ

ているため、韓国経済全般の連関度の向上に

貢献したといえる。

(4)国産化率の変化の計測

表 2は、韓国の各産業23の75年と90年の国

産化率を比較したものである。これによると

21 繊維産業は生産誘発度および市場依存度に関

して民間資本形成にはほとんど関与しない構造
であり(図6(α)，(b))、産業構造を高度化させる
要因とはなり難いといえる。
22 川下とは需要の波及を基準として表現した。
23 産業分類は表 1の25部門であり、これを集積
度の高い順に再配置した。

【表2】付加価値基準による韓国の産業部門
の国産化率の推移

部門名 No. 
国産化率 % 

備考
75年 90年 増減%

建 設 18 76.3 84.7 8.4 O 
輸送機器 14 64.2 73.4 9.2 O 
一般機械 II 67.1 67.7 0.6 
電子通信機器 13 48.4 58.3 9.9 O 
電気機器 12 58.8 65.1 6.3 
精密機械 15 40.5 67.7 27.2 。
金属製品 10 49.5 71.3 21.8 。
金属一次製品 9 40.6 59.7 19.1 。
非金属製品 8 73.7 8I.I 7.4 O 
食品飲料業 14 87.5 82.7 -4.8 

その他製造業 16 71.2 76.6 5.4 
繊維工業 4 64.4 64.2 0.2 
印刷出版 6 66.1 63.6 -2.5 

製材木製品 5 53.6 54.7 I.I 
石油化学 7 43.0 55.0 12.0 。
鉱 業 2 91.9 91.8 0.1 
農林水産業 93.2 92.0 -1.2 
電力ガス水道 17 70.8 78.5 7.7 O 
運輸保管通信 21 78.1 81.0 2.9 

小売り 19 95.3 92.8 2.5 

金融保険不動産 22 95.3 94.8 -0.5 

その他サービス 24 89.2 92.2 3.0 

行政国防 23 93.6 83.1 一10.5
その他 25 I 82.3 81.1 -1.2 
注):@=国産化率が10%以上増加したもの。
0=国産化率が10ー 7%増加したもの。筆者作成。

集積度の高い建設、一般製造分野の精密機械・

金属製品・金属一次製品と基礎産業である石

油化学で国産化率が上昇している。また、表

3 (吟および表3(b)はこれを日韓産業連関表M

のレベルで計測したものである。 75年と90年

の韓国の国産化率の変化をみると(表 3(a))、

主要産業である金属、機械・電気、輸送・そ

の他で日本への付加価値の誘発率が減少し韓

国国内への誘発率が上昇している。これより、

韓国では日本に漏出していた需要を圏内に取

り込むことにより、生産の増加(付加価値の

増加)が計られたことがわかる。これを日本

24 日韓産業連関表の機械・電気部門は、韓国産
業連関表の一般機械からその他製造までに対応
する。
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【図8(8)】韓国 レオンチヱフ準行列 (1975年)

:i i i 豊ii i i 富非属金製品 食飲料業品 他製造その 繊維工業 昂版印出1) 製材木製品 石油化学 鉱業 農林水霊 電力ガ i i i I i i ス

主
部門分類 18 14 13 13 12 15 10 14 16 4 6 5 7 2 1 17 21 19 22 24 23 25 

18 建 設 36 

14 輸送機器 62 22 

11 一般機械 37 65 23 

13 電子通信機器 101 21 

12 電気機器 28 81 

15 精密機械

10 金属製品 21 27 

9 金属 1次製品 144 164 265 55 413 159 590 624 25 84 

8 非金属製品 156 21 26 55 

14 食品飲料業 85 32 23 366 

16 その他製造

4 繊維工業 98 443 32 37 

6 印刷出版 47 31 341 31 23 39 

5 製材木製品 71 68 

7 石油化学 171 108 106 75 198 141 197 158 371 105 222 258 168 97 275 95 96 560 306 50 33 124 76 155 

2 鉱 業 81 25 31 53 117 49 47 

1 農林水産業 686 56 39 29 22 114 31 263 

17 電力ガス水道 ~ n G n ~ ~ M n 100 32 43 66 20 33 42 43 27 25 

21 運輸保管通信 84 34 41 26 53 44 62 52 65 24 41 33 60 25 31 44 48 50 22 71 23 90 

19 小売り 105 93 94 69 142 101 144 104 103 53 108 107 120 92 61 31 96 62 31 41 28 142 

22 金融保険不動産 46 39 50 26 57 64 63 42 49 24 61 47 61 40 32 25 41 35 53 31 38 30 91 

24 その他サービス 21 36 

23 行政国防

25 その他 G D n ~ 44 " ~ u ~ 39 29 41 27 21 41 65 38 28 90 

注)比較のため飲食宿泊は除いた。 1000/(25* 2)=20以下を空白とした。筆者作成。

【図8(b)】韓国 レオンチェフ準行列 (1990年)

:i i ii i i ; 非属製金品 食飲料業品 他製造その 織縫工業 刷版印出 製材木製品 石油化学 鉱業 農水産業 電力力。ス
主

部門分類 18 14 13 13 12 15 10 14 16 4 6 5 7 2 17 21 19 22 24 23 25 

18 建 設 22 57 20 67 44 

14 輸送機器 280 20 27 43 52 56 

11 一般機械 41 68 143 23 21 28 20 34 87 

13 電子通信機器 56 139 171 89 

12 電気機器 36 40 29 26 100 36 

15 精密機械 51 

10 金属製品 49 27 30 20 24 52 

9 金属 1次製品 133 217 282 83 161 113 591 780 37 21 61 24 27 24 34 44 28 

8 非金属製品 128 79 31 41 26 137 

14 食品飲料業 22 21 23 20 167 32 25 24 23 128 30 22 31 37 560 

16 その他製造 37 40 22 50 

4 繊維工業 96 494 57 

6 印刷出版 24 24 34 27 139 26 336 105 22 81 

5 製材木製品 30 74 120 

7 石油化学 105 136 98 88 123 116 107 129 128 102 168 237 149 95 320 90 93 871 131 52 41 99 65 143 

2 鉱 業 26 129 30 

1 農林水産業 512 22 29 154 23 307 

17 電力ガス水道 21 25 27 24 23 27 42 60 57 27 37 48 27 35 50 182 24 31 24 

21 運輸保管通信 ~ ~ " ~ " TI TI ~ W D % D ~ % n ~ 62 74 36 27 40 43 

19 小売り 55 77 69 59 81 82 67 54 47 73 71 70 64 63 48 30 37 23 31 39 28 40 129 

22 金融保険不動産 145 98 87 86 96 126 101 82 103 73 136 108 123 76 93 91 42 61 86 124 143 119 84 133 

24 その他サービス 20 36 22 22 223 

23 行政国防

25 その他 36 32 41 31 35 39 43 25 36 26 57 37 37 22 31 30 32 56 41 56 68 45 

注)1000/(25 * 2) = 20以下を空白とした。筆者作成。
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【図9(a)】韓国単位構造系(繊維工業 1990年)
繊維工業への単位の最終需要インパクト 1000に対する誘発生産額

逆行列.列値 0.01 0.01 0.02 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.02 0.02 1.49 0.03 0.00 0.24 0.01 0.02 0.04 0.03 0.07 0.11 0.01 0.00 0.04 2.19 

建輸ー電電精金金

非属製全品 食料業欽品 製造他その 繊維工業 刷版印出 製木製材品 石学油化 鉱業 霊産業水
電力力
運襲管 小売り 金聖険 自そソ 行首防 他その

誘産額発出
送 般 子 機器気 密機械 属製口 属

設機器械機信機器通 ロ次製ロE1ロ1 ス

水道 通信 スL 
部門分類 18 14 13 13 12 15 10 14 16 4 6 5 7 2 1 1 17 21 19 22 24 23 25 
18 建 設 9 
14 輸送機器 7 
11 一般機械 9 15 
13 電子通信機器 2 
12 電気機器 4 
15 精密機械

10 金属製品 3 7 
9 金属 l次製品 2 6 14 
8 非金属製品 4 
14 食品飲料業 2 3 171 25 
16 その他製造

φ6  

3 17 
4 繊維工業 。 494 
6 印刷出版 26 
5 製材木製品 2 
7 石油化学 (6l> --54  3 237 
2 鉱 業 5 6 
農林水産業 10 3 21 17 

17 電力ガス水道 22 4 6 37 
21 運輸保管通信 16 4 4 3 32 
19 小売り 52 7 31 70 
22 金融保険不動産 66 12 11 108 
24 その他サービス 3 2 81 15 
23 行政国防 。
25 その他 22 4 3 3 37 

注)誘発生産額は2未満は空白とした。筆者作成。

【図9(b)】韓国単位構造系(輸送機器 1990年)
輸送機器への単位の最終需要インパクト 1000に対する誘発生産額

逆行列・列値 0.01 1.28 0.07 0.02 0.04 0.01 0.03 0.22 0.02 0.02 O.OJ 0.02 0.01 0.01 0.140.01 0.01 0.03 0.03 0.08 0.10 0.01 0.00 0.03 2.17 

:ii i i i i ; 属非金製品 食飲料業品 {製造その也 織維工業 刷版印出 材木製製品 化石油学 鉱業 農水霊電力ガ 産誘発額出
ス

水道

部門分類 18 14 13 13 12 15 10 14 16 4 6 5 7 2 1 1 17 21 19 22 24 23 25 

18 建 設

638  

6 10 

14 輸送機器 。 280 

11 一般機械 68 

13 電子通信機器 5 3 6 16 

12 電気機器 33 4 40 

15 精密機械 4 5 

10 金属製品
620 h 9一一 3一一- 8 ぬ

27 

9 金属 l次製品 217 

B 非金属製品 8 2 16 

14 食品飲料業 151 18 

16 その他製造 3 6 
4 繊維工業 6 5 14 

6 印刷出版 3 3 11 

5 製材木製品 4 6 

7 石油化学 74 3 2 10 31 2 136 

2 鉱 業 3 6 

1 農林水産業 7 11 

17 電力ガス水道 8 5 2 4 25 

21 運輸保管通信 12 3 2 5 2 30 

19 小売り 52 3 2 5 4 21 77 

22 金融保険不動産 52 3 6 7 7 10 98 

24 その他サービス 3 2 71 14 

23 行政国防 。
25 その他 15 2 3 3 32 

注〕誘発生産額は2未満は空白と Lた。筆者作成。
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の産業連関表で計測すると(表 3(b))、韓国

圏内への誘発率はいずれも 1%以下であり、

韓国への付加価値の漏出度は少ない。韓国の

貿易構造に関しては、日本よりの輸入(大部

分は資本財と中間財)が大きいことが特色で

ある。 90年に韓国の国産化率が上昇したこと

は、自国投資の効果 (2において投資の事離

が大きかったこと)により日本に漏出してい

た資本財・中間財を圏内生産するようになっ

たことを示すものと考えられる。これにより、

輸出および国内の需要のインパク卜が国内に

留まる率が上昇し、成長を加速したと考えら

れる。

【表 3(a)】韓国の産業部門の付加価値の国
内への誘発率の推移

対日比較 単位:%

(韓 国)
韓国内へ 日本内へ

部門名
No の誘発率 の誘発率 備考

75年 90年 75年 90年

農林水産業 92.3 9l.9 1.3 1.1 
鉱 業 2 88.5 92.2 2.1 1.3 
食品・タバコ 3 75.8 82.3 l.6 l.4 

衣服・繊維 4 64.8 63.6 8.9 6.2 

化学製品 5 46.7 58.4 6.2 3.9 

ゴム窯業 6 66.7 77.7 9.0 3.0 O 
金 属 7 48.6 64.7 18.5 5.0 。
機械・電気 B 57.3 66.5 15.6 11.1 O 
輸送・その他 9 60.3 72.8 15.0 7.9 。
貿易・サービス・建設・電力 10 85.7 88.0 3.3 l.8 

その他 11 82.2 l.8 

住):75年目「貿易・サーピス・建設・電力JにIHその他Jを吉む。筆者作成。
@=自国への語尭率が10%以上増加し、かっ日本への掃出事が5珂以上暗合した部rl，
0=自国への語尭率が10%以上増加し、かっ日本ヘ由踊出率が2%以上融少した部凡

【表3(b)】日本の産業部門の付加価値の国
内への誘発率の推移

対韓比較 単位・%

(日 本)
日本内へ 韓国内へ

部門名
No の誘発率 の誘発率 備考

75年 90年 75年 90年

農林水産業 92.4 94.6 0.1 0.2 

鉱 業 2 93.7 94.2 。。 0.2 

食品・タバコ 3 80.9 87.9 0.1 0.3 
衣服・繊維 4 82.6 86.1 0.6 0.5 

化学製品 5 64.9 80.3 0.1 0.2 

ゴム窯業 6 85.7 90.8 0.1 0.3 

金 属 7 81.2 85.9 0.1 0.5 
機械・電気 8 90.1 9l.2 0.1 0.3 

輸送・その他 9 90.5 91.3 0.1 0.2 
貿易・サービス・建設・電力 10 9l.6 94.7 0.1 0.1 
その他 11 88.4 0.4 

住):75年白「貿易・サービス・建設・電力」には「その他」を含む。筆者作成。

6.比較優位性の計測

韓国の初期の成長要因であった輸出が分析

期間後半に成長要因としての説明度を低下さ

せた要因を、 SITCデータ 25により比較優位性

を検出して分析する。比較優位は生産費の大

小および、要素賦存率の大小により決定される

が、それを各国経済について具体的な数値と

して算出することは困難である 26。ここでは

下式により韓国と関連各国の産業の比較優位

を計測する。

対象国の当該品の輸出シェア
比較優位指数----------*100 (%) 

世界貿易上の当該品の貿易シェア

(24) 

図 10(a)~ 図lO(d)は韓国、日本、米国および

タイの各産業の比較優位指数の推移を示した

ものである。これによると韓国では初期の代

表的輸出産業であった衣料が比較優位性を減

少させ、鉄鋼および自動車を含む工業製品の

比較優位性が増加した。これに反して、タイ

では70年以降、衣料の比較優位が増加し90年

に韓国を上回った。また、韓国の自動車を含

む工業製品の比較優位性は日本および米国の

それに比較して数段低い状態にある。これは

韓国が産業構造を高度化させた結果として80

年代後半に輸出品目が高度化したが、その国

際競争力はまだ低いことを示している。また、

衣料は韓国のかつての主要輸出品であり韓国

経済の発展を牽引したが、 80年代後半には国

際競争力が低下し輸出市場を低開発国に侵食

25 lnternational Trade Statistics Yearbook [V.Y] 

による。

26 文献 [10]
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[図10(a) ]図10(b)】
韓国の各種産業の比較優位指数の推移(1970-93年) 日本の各産業の比較優位指数の推宅

(1970-93年)
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[図10(c)】
米国の各産業の比較優位指数の推移
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されたことを表している。これが、 80年代後

半に韓国の輸出が成長としての説明度を減少

させた要因であると考えられる。

7.おわりに

以上が、韓国および日韓の産業連関表、お

よび国際貿易データを通じた1975年以降の韓

国の発展要因の分析結果である。結論的には、

韓国の成長は単なる輸出主導型の成長ではな

日功。ー鉄 鋼
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[図10(a) ] 
タイの各産業の比較優位指数の推者
(1970-93年)
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年

く様々の要因が複合した結果であると考えら

れる。分析期間の前期 (75-85年)は輸出が成

長を牽引したが、同時に建設・金融保険不動

産の国内部門も期間を通じて成長に貢献した。

後期 (85-90年)には、輸出に代わって技術変

化と民間投資が成長の要因となり、また産業

面では成長産業が重工業・繊維から一般製造

業へと変化した。同時に、韓国経済は輸出と

ともに投資に依存する体質であり、特に集積
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度の高い一般製造業へ向けられた投資需要は

産業構造を高度化させ、産業聞の連関度を向

上させる。それは、韓国の産業の感応度係数

が全産業で増加したこと、また、後期の主要

成長産業である一般製造業(輸送機器)が70

年代の主要輸出産業である繊維よりも広範な

投入構造を持つこと、国際的には韓国の内生

化率が一般製造業分野で向上したことなどに

より知ることができる。特に、韓国の80年代

後半の成長は、これら投資に関連する副次的

効果(投資依存体質、連関度の向上、内生化

など)が相互に影響した結果であるといえる。

本稿は、産業連関表における需要面を中心

に韓国の発展要因を分析したが、韓国の経済

発展の要因をより深く追求するには、次の 2

点を分析に加える必要があると考える。第 1

は、各産業の投資が生産関数におよぼす効果

を分析し、経済発展との関連を知ることであ

る。第2!こ、韓国は政府の介入があったもの

の、財閥を中心とする民間企業を主体として

経済開発がなされたが、この民間企業の投資

を誘引した経済政策運営とその効果を知るこ

とである。以上により、開発途上国に対する

有効な開発政策が得られるものと考えられる

が、これらについては今後の課題としたい。

(付記)本稿の作成にあたっては経済経営研究所の西島

教授に終始ご指導をいただきました。また、国際協力研

究科の陳助教授からは有益なコメントをいただきました。

また、甲南大学藤川教授からはアジア経済研究合同学会

を通じて有益なコメントをいただきました。ここに感謝

いたします。
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Abstract 

国際協力論集第8巻第 1号

Structural Analysis of Korea's 

Economic Development 

Toshihisa INOUE * 

In the southem half of the Korean Peninsula， the political chaos and economic back-

wardness following the liberation had been preventing the development of its economy. 

However， the Republic of Korea (Korea) has achieved the high economic growth at an an-

nual rate of 8.5% since 1962. Many economists have retold its Korea's success品1develop-

ment， and called its rapid growth as the mirac1e of the Han River. Though a considerable 

number of researches were conducted， a settled view for her growth was not established yet. 

The pu中oseof the paper is to find the main factor of Korea's recent development 

through the investigation of the Korean and intemational Input圃Output(1/0) tables during 

1970θO. First， the paper applies the Syrquin's method of deviation 合omthe proportional 

growth (DPG) for the Korean 1/0 tables， and finds the main factors of her economic growth. 

Secondly， the multiplier analysis or the other analytical methods in the 1/0 仕ameworkare 

used to examine the structure of the Korean economy， likewise the index of power of dis-

persion， sensitivity dispersion and Ozaki's unit 位 uc旬remethod. In addition， the paper meas-

ures the intemal production ratio of Korea. 

The paper finds that in Korea the leading sectors during the objective periods exist 

mainly in the manufacturing sector， likewise the industy of electric/electronics， automobile， 

machine and construction. On the demand side， the leading sectors are not only in export. 

Investrnent and technological change also play important role in the growth of her output. 

The investment is crucial for the developing economy to expand the production frontier. The 

mves加lentalso makes the indus仕iallinkages higher. Finally the paper points out that 

Korea's development is mainly induced by investrnent and indirectly by the linkage effect. 

* Official， Kobe City Gov巴:rnment
(Graduated企omGraduate School of International Cooperation Studies， Kobe University in March 2000.) 
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That is inferred企omthe increase of the index of sensitivity of dispersion in al1 indus佐ies

and the increase of Korea's intemal production ratio. 

The paper conc1udes that the main factor of Korea's development in the investigated pe-

riod is mainly due to investment. Its developing pattem is an investment-led growth one. 


